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報告事項１ 2017 年度事業報告、貸借対照表、損益計算書および基金等変動計算 

      書の内容報告の件  

 

 

Ⅰ．2 0 1 7 年 度 事 業 報 告 書 

 

 

 

 

 

１．保険会社の現況に関する事項 

（1）事業の経過および成果等 

 

① 経営環境 

2017 年度の日本経済は、日本銀行の金融緩和政策の継続や雇用・所得環境の改善等により、緩

やかな回復基調が続きました。 

海外経済については、米国や欧州経済が堅調に推移し、中国をはじめとする新興国経済につい

ても持ち直しの動きが見られたことから、全体として緩やかな成長が続きました。 

上記のような経済情勢のもと、相場環境は以下のとおりとなりました。 

 長期金利は、日本銀行による長短金利操作付き量的・質的金融緩和政策の継続により、0％前後

の水準で推移しました。 

 ドル円相場は、米国の通商政策に対する懸念等から、年明け以降円高が進行し、前年度末の 112

円台から年度末は 106 円台となりました。 

 国内株式相場は、企業業績の増益基調を背景に総じて堅調に推移し、前年度末の 18,909 円から

年度末は 21,454 円となりました。 

 こうしたなか、生命保険業界においては、標準生命表（注 1）が 2018 年 4 月に改訂されることと

なり、各社において保険料率を見直す動きがありました。 

 

（注 1）保険会社が支払能力確保や健全性維持のために積み立てる標準責任準備金を計算する際に用いる予定死

亡率表 

 

② 事業の経過 

 当社においては、中期経営計画「ＳＨＩＮＫＡ（新化・進化・真価）～未来に挑む～」（2015

～2017 年度）で掲げる企業ビジョン「一人ひとりの“生きる”を支える～『お客様大好き』企業。

朝日生命～」の実現に向けて、以下の 3大改革テーマに取り組みました。 

 

 【テーマ１ お客様の多様なニーズにお応えするためのビジネスモデルの“進化”】 

〔営業職員チャネルの取組み〕 

（商品面） 

 商品面では、「シニア」「女性」「企業経営者」の 3つを戦略マーケットと位置づけ、お客様志

2017 年 4 月 1 日から 

2018 年 3 月 31 日まで 
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向の追求によるマーケットニーズの把握と、きめ細かなマーケティングを通じた商品の開発、

販売に取り組みました。 

 具体的には、「シニア」のお客様向けには、特に介護負担の大きい認知症に特化した「あんし

ん介護 認知症保険」の販売を推進しました。 

 「女性」のお客様向けには、女性専用のユニット型保険（注 2）「やさしさプラス」の販売を推

進し、2016 年 10 月の発売以来、「やさしさプラス」の合計販売件数は 15 万件を突破しました。 

 「企業経営者」のお客様向けには、災害を原因とする死亡を重点的に保障する「グランドス

テージ（災害死亡重点保障型定期保険）」を 2018 年 3 月に発売しました。 

 また、お客様の多様なニーズにお応えできるよう、働けなくなった際の収入減少をカバーす

る「収入サポート保険」を 2017 年 4 月に発売しました。さらに、平均入院日数が短期化し、通

院による治療が増えている状況を踏まえ、退院後の通院や外来による手術を保障する「通院保

障特約」を 2018 年 4 月から発売することとしました。 

 

（注 2）死亡保障・医療保障等を提供する様々な商品を自在に組み合わせることができる保険 

 

（お客様サービス面） 

 お客様サービス面では、保険金等を円滑にお受け取りいただくため、診断書の取得を当社が

代行するサービス（注 3）を引き続き提供するとともに、先進医療特約にご加入のお客様が、医療

費が高額となる陽子線および重粒子線による治療を受けられた際に、先進医療給付金を医療機

関に直接お支払いするサービスを 2017 年 7月に開始しました。 

 また、より簡便で迅速にお客様にお手続きいただくため、営業職員が携帯するタブレット端

末の画面上において、保険のご提案とお申込み手続きを完結できるシステムを 2018 年 1 月に導

入しました。 

 さらに、給付金をより迅速にお支払いするため、AI（人工知能）を活用した支払査定システ

ムを、同月に稼働しました。 

 また、営業職員がご契約者を訪問し、ご契約内容等の確認をいただく「安心お届けサービス」

を継続して実施しました。具体的には、個人のお客様には「保険王レポート」「ご契約レポート」、

企業のお客様には「事業保険レポート」をお届けする活動を行うとともに、災害時にご家族を

通じてお客様の安否を確認するため、緊急時の連絡先等を登録いただく活動を行いました。 

 さらに、ご契約内容をご家族に理解していただき、給付金等の円滑なお支払いにつなげる「ご

契約内容ご家族説明制度」のご案内活動を引き続き実施しました。 

  

（注 3）要介護または身体障害１～３級と認定されたお客様が対象 

 

〔代理店チャネルの取組み〕 

 営業職員チャネルに加え、お客様への最適なアクセスを実現するため、マルチチャネル体制

の構築に取り組みました。 

 個人のお客様向け代理店チャネルでは、テレマーケティング（注 4）や保険ショップ販売等を引

き続き推進しました。 

 商品面では、代理店チャネル専用の保険商品ブランドである「スマイルシリーズ」の販売を

推進しました。また、7 つの生活習慣病に対する一時金保障をより手厚くするとともに、ニー
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ズに応じ「がん」を除く 6大疾病による一時金の保障額を選択できる「スマイルセブンスーパ

ー」を 2018 年 4月から発売することとしました。さらに、退院後に通院したときに一時金をお

受け取りいただける「通院一時金特約」を同月から発売することとしました。 

 上記の取組みの結果、2017 年度のテレマーケティングや保険ショップ販売等の個人マーケッ

ト向け代理店チャネルの年換算保険料ベースの新契約業績は、前年度比 109.8％、全ての保障

性商品（注 5）の新契約年換算保険料に占める割合は 14.0％（対前年度差＋1.1 ポイント）となり

ました。 

 また、法人のお客様向け代理店チャネルでは、税理士代理店等を通じた「プライムステージ

（介護保障定期保険）（注 6）」の販売を推進し、3月からは、「プライムステージ」に加えて、「グ

ランドステージ（災害死亡重点保障型定期保険）」の販売を推進しました。 

 

（注 4）電話により加入手続きを原則完結することのできる保険販売 

（注 5）貯蓄性商品を除く、死亡保障と医療保障・介護保障等の第三分野の合計 

（注 6）企業経営者が要介護状態になった際に一時金をお受け取りいただける介護保険 

 

 このような営業職員チャネルおよび代理店チャネルの取組みの結果、保障性商品の保有契約（年

換算保険料）が順調に増加するとともに、企業ビジョン実現に向けた最上位指標の一つである個

人と企業のお客様数がいずれも増加しました。 

 

 【テーマ２ 「お客様大好き」企業を体現する組織・働き方の“進化”】 

 〔お客様満足の向上に関する取組み〕 

 「お客様のために」を最優先とする行動を実践するため、「お客様本位の業務運営に関する基

本方針」を 5月に公表するとともに、本方針で掲げる「お客様の声を経営に活かす取組み」と

して、「お客様満足・現場力向上委員会」の下に、「お客様の声部会」を設置しました。当部会

では、消費者問題の有識者を社外委員に加え、ご契約者懇談会やアンケート等を通じて寄せら

れた「お客様の声」と、お客様に接する職員の「現場の声」を集約するとともに、更なるサー

ビス向上策を検討し、実施しています。また、お客様本位の業務運営について、取組状況を定

量的に把握する指標（KPI）を設定し、実践していくこととしました。 

 こうした取組みを通じて、7月に実施したお客様満足度調査においては、「総合満足度（お客

様満足度）（注 7）」が過去最高となる 73.3％となりました。 

 また、シニアのお客様に向けた取組みとして認知症サポーター（注 8）の養成を推進したことに

より、9月に、1万 5,000 人を超える全役職員（注 9）が認知症サポーターに認定されました。 

 

（注 7）総合的な満足度に関する質問項目について、7段階評価のうち、「大変満足」「満足」「どちらかといえ

ば満足」とご回答いただいたお客様の割合 

（注 8） 認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域において認知症の人やその家族を手助けするための資

格 

（注 9）休職等を除き、2017 年 3 月末に在籍した役職員が対象 

 

〔ワーク・ライフ・バランスや多様な人材の活躍推進に関する取組み〕 

 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けては、「働き方改革プロジェクト」を 6月に開始し、
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業務の効率化・削減を行うとともに、休暇取得の促進や、長時間労働を抑制するための取組み

を推進しました。 

 また、女性の能力発揮を推進する「朝日生命ポジティブ・アクション」については、女性リ

ーダー候補者が将来のキャリア像をより具体的に描くことができるように、社外講師による講

演やパネルディスカッション等を行う「キャリアサポートフォーラム」を 6月に開催するなど、

女性のキャリア支援に取り組みました。このような取組みにより、2018 年度始の女性リーダー

比率（注 10）は、22％（276 名）となり、前年度始に比べ 2ポイント（＋20名）上昇しました。 

 加えて、若手職員が中心となるプロジェクト・チームを分野毎に立ち上げ、活躍機会を拡大

するとともに、問題解決能力の向上を図りました。さらに、グローバル人材の採用や育児休職

制度の見直し等を行い、多様な人材の活躍推進を図りました。 

 

（注 10）内務職員のライン職等、部下を持つ職位以上の者またはそれと同等の職位にある者における女性の割

合を指し、当社は 2020 年度末までに同比率を 30％程度に引き上げる数値目標を設定しています。 

 

 【テーマ３ お客様を一生涯支えるための財務体力の“進化”】 

〔資産運用面〕 

当社は、生命保険契約の負債特性を踏まえ、国内公社債・貸付金等の円金利資産を中心とし

た資産ポートフォリオを構築していますが、2017 年度は、国内金利が引き続き低位で推移した

ことから、円建公社債の新規の買入れを抑制する一方、為替リスクを抑制しつつ、相対的に利

回りの高い外貨建債券等の買入れやオルタナティブ投資(注 11)を行い、収益の確保に努めました。 

また、「日本版スチュワードシップ・コード」にもとづき、株式投資先企業との対話や適切な

議決権行使を通じて、企業価値の向上や持続的な成長を促すことにより、お客様からお預かり

している資産の運用効率の向上に努めています。さらに、本コードが 5 月に改訂されたことを

踏まえ、社外の専門家を委員に含めた「スチュワードシップ活動推進委員会」を新たに設置し、

保有する株式の議決権行使について利益相反管理の観点から検証を行うなど、ガバナンス体制

の強化と透明性の確保を図っています。 

  

(注 11)伝統的な運用資産である株式や債券の代替投資とされるインフラファンド、不動産投資信託（リート）

およびヘッジファンド等を活用した投資手法 

 

〔リスク管理面〕 

 収益性および健全性の向上に向けて、当社に内在するすべてのリスクを統合的に捉え、定性・

定量の両面から事業全体で管理する ERM（注 12）（統合的リスク管理）態勢の強化ならびに経営戦

略と一体となった ORSA（注 13）（リスクとソルベンシーの自己評価）等に取り組んでいます。 

 併せて、保険の引受け、資産運用、システム等、各リスクカテゴリーの特性に応じた個別の

リスク管理態勢の強化にも取り組みました。とりわけ、日々、複雑化・巧妙化するサイバー攻

撃に対応するため、子会社を含めたサイバーセキュリティ管理態勢の強化に継続的に努めてい

ます。 

 

（注 12）Enterprise Risk Management.  
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（注 13）Own Risk and Solvency Assessment．保険会社自らが現在および将来のリスクと資本等を比較して資

本等の十分性評価を行うとともに、経営戦略とリスク管理の妥当性を総合的に検証するプロセス 

  

【その他の主な取組み】 

〔コーポレートガバナンスに関する取組み〕 

 当社は、コーポレートガバナンスの透明性・公正性を表明することを目的として、コーポレ

ートガバナンスに関する基本的な考え方、組織機構および運営方針を定めた「コーポレートガ

バナンス基本方針」ならびに「コーポレートガバナンスに関する報告書」を作成し、公表して

います。 

 また、取締役および執行役員の選任、解任および報酬決定に係る取締役会の機能の独立性・

客観性を確保するとともに、お客様等に対する説明責任を強化することを目的に、「指名・報酬

委員会」を設置しています。 

 さらに、取締役会の実効性向上を図るため、全ての取締役および監査役にアンケート調査を

実施すること等により、現状分析および評価を行っています。 

 

〔ＣＳＲの推進に向けた取組み〕 

 当社は、1960 年に朝日生命成人病研究所を設立して以来、同研究所における生活習慣病の研

究や高水準の診療の提供を通じて社会福祉に貢献しています。 

 また、1963 年より日本ユネスコ協会連盟の維持会員としてその活動を支援するとともに、朝

日生命ユネスコクラブを通じて、発展途上国の子どもたちの教育支援を続けています。2017 年

度は、チャリティーバザーやチャリティーコンサート等を開催するとともに、「やさしさプラス」

にご加入いただいたお客様数に応じて日本ユネスコ協会連盟に寄付する取組みを行いました。 

 さらに、1974 年に設立した「朝日生命体操クラブ」では、併設する「朝日生命体操教室」に

おいて、お子様や女性を対象とした体操教室を開催するなど、体操の普及を通じた地域の子ど

もたちの健全な育成に取り組んでいます。 

 加えて、2009 年度より推進しているピンクリボン運動については、全国の支社の街頭等にお

いて、乳がん検査の受診を呼びかける「ピンクリボン街頭キャンペーン」を実施するなどの活

動を 10 月に行うとともに、各自治体が実施する乳がん検診の情報をお客様にお届けする「乳が

ん検診お知らせ活動」を行いました。 

 また、電力・水道・ガソリンの使用量の削減等の取組みを通じて「朝日生命エコプロジェク

ト」を推進した結果、2017 年度のエネルギー使用量を 2.5％以上（2013 年度比）削減し、当社

が設定した「環境数値目標（注 14）」を達成いたしました。 

 

（注 14）2017 年度のエネルギー使用量を 2013 年度に比べて 2％削減する数値目標 

 

③ 事業の成果 

2017 年度の事業の成果は、以下のとおりとなりました。 

 

＜契約概況＞ 

 個人保険・個人年金保険について、年換算保険料の合計では、新契約（転換純増含む）が 320
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億円（対前年度比 94.1％）となり、解約・失効が 194 億円（同 102.1％）となったこと等から、

年度末保有契約は 5,324 億円（同 99.3％）となりました。また、第三分野においては、新契約（転

換純増含む）が 215 億円（同 80.8％）となり、解約・失効が 100 億円（同 105.8％）となったこ

と等から、年度末保有契約は 2,063 億円（同 104.3%）となりました。 

 

[年換算保険料ベースの業績] 

注 1. 年換算保険料とは、保険料の支払方法に応じ、年払は 1倍、半年払は 2倍、月払は 12 倍、一時払は

保険期間で除すなどにより、1年あたりの保険料に換算した金額です。 

 2. 第三分野では、医療・介護等を保障する主契約および特約を計上しています。 

 

 なお、保障性商品（代理店チャネルにおいて販売している無配当団体医療等を含む）について

は、新契約（転換純増含む）が 317 億円（対前年度比 101.0％）となり、解約・失効が 159 億円

（同 100.4％）となったこと等から、年度末保有契約は 3,212 億円（同 103.2％）となりました。 

 

[年換算保険料ベースの業績] 

  2017 年度 前年度 比 2016 年度 

保障性商品 新 契 約 317億円 101.0% 313 億円 

 

減 少 契 約 217億円 99.5% 218億円 

 うち解約 ･失 効 159億円 100.4% 158億円 

年 度 末 保 有 契 約 3,212億円 103.2% 3,112億円 

 

 一方、個人保険・個人年金保険の保険金額の合計では、新契約高（転換純増含む）が 1,120 億

円（対前年度比 59.8％）となり、解約・失効高が 9,188 億円（同 87.2％）となったこと等から、

年度末保有契約高は 19兆 1,449 億円（同 91.8％）となりました。 

 団体保険は、年度末保有契約高が 1兆 3,235 億円（同 99.6％）となりました。 

 団体年金保険は、年度末保有契約高が 178 億円（同 95.6％）となりました。 

 

＜収支概況＞ 

経常収益は、6,522 億円（対前年度比 95.9％）となり、このうち、保険料等収入は、3,849 億

円（同 100.3％）となりました。また、資産運用収益は、有価証券売却益が増加したこと等から、

1,665 億円（同 103.3％）となりました。その他経常収益は、責任準備金戻入額が 832 億円（同

   2017 年度 前年度 比 2016 年度 

個人保険・ 

個人年金保険 

 

新 契 約 320 億円 94.1% 341 億円 

減 少 契 約 355 億円 95.8% 371 億円 

  うち解約 ･失 効 194 億円 102.1% 190 億円 

 年 度 末 保 有 契 約 5,324 億円 99.3% 5,359 億円 

  うち第三分野 新 契 約 215 億円 80.8% 266 億円 

   減 少 契 約 131 億円 105.2% 124 億円 

     うち解約 ･失 効 100 億円 105.8% 94 億円 

   年 度 末 保 有 契 約 2,063 億円 104.3% 1,978 億円 
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72.7％）となったこと等から、1,006 億円（同 74.6％）となりました。 

経常費用は、6,146 億円（同 95.9％）となり、このうち、保険金等支払金は、4,389 億円（同

94.6％）となりました。資産運用費用は、有価証券売却損が減少したこと等から、385 億円（同

92.3％）となりました。事業費は、1,023 億円（同 100.9％）となりました。 

この結果、経常利益は、375 億円（同 96.3％）となりました。 

特別利益は、1億円（同 15.7％）となり、特別損失は、54億円（同 101.6％）となりました。

法人税等合計は、63 億円となりました。 

以上の結果、当期純剰余は、259 億円（同 88.8％）となりました。 

なお、生命保険本業の期間収益を示す指標の一つである基礎利益は、301 億円（同 136.7％）と

なりました。 

 

＜資産および負債・純資産の概況＞ 

 年度末総資産は、5兆 3,965 億円（対前年度比 100.0％）となり、このうち有価証券は 4兆 1,888

億円（総資産に占める割合 77.6％）、貸付金は 4,841 億円（同 9.0％）、有形固定資産は 4,010 億

円（同 7.4％）となりました。 

 負債の合計は、5 兆 84 億円（対前年度比 99.4％）となり、このうち責任準備金は 4 兆 6,169

億円（同 98.2％）となりました。 

 純資産の合計は、3,880億円（同108.1％）となり、このうち基金等合計は3,531億円（同105.9％）、

評価・換算差額等合計は 349 億円（同 137.8％）となりました。 

 なお、保険会社の健全性を示す行政監督上の指標であるソルベンシー・マージン比率は、808.5％

（対前年度差＋65.8 ポイント）、実質純資産額は 9,882 億円（同＋577 億円）となりました。 

 

④ 会社が対処すべき課題 

 当社は、2015 年度から 2017 年度の 3 年間、中期経営計画「ＳＨＩＮＫＡ（新化・進化・真価）

～未来に挑む～」のもと、さまざまな戦略に取り組み、「営業職員チャネル単独での保障性商品の保

有契約の反転」および「代理店チャネルにおける保障性商品の大幅な伸展」を実現しました。また、

個人・企業のお客様数が増加するとともに、お客様本位の業務運営の遂行を通じ、お客様満足度が

継続的に向上しました。 

 一方、今後の 10年、更にその先まで見据えると、国内総人口の減少、お客様のライフスタイルや

ニーズの多様化が一層進んでいくことが見込まれます。このような環境において、当社は、人生 100

年時代の到来、健康増進意識の高まり、働く女性・シングル層の増加等、社会の変化に伴い新たな

保険ニーズが生まれる可能性等をしっかりと捉え、より一層存在価値を発揮すべく取り組んでいく

必要があると考えています。 

 このような認識のもと、2018 年度からの 3年間を「独自性を発揮し、成長を実現するステージ」

と位置づけ、新中期経営計画「ＴＲＹ ＮＥＸＴ ～成長を実現し、未来を創る～」を策定しました。 

 新中期経営計画「ＴＲＹ ＮＥＸＴ」では、企業ビジョンとして「一人ひとりの“生きる”を支え

る ～社会に貢献し、お客様から信頼され、選ばれ続ける朝日生命～」を設定しました。今後、この

企業ビジョンの実現に向け、以下の 3大テーマのもと、各戦略に取り組んでまいります。 
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【テーマ１ 独自性を発揮する】 

〔「介護保険といえば朝日生命」という存在感の発揮等（マーケット戦略）〕 

 シニアマーケットでの確固たる地位を構築し、その強みを活かすことにより、お客様数の拡大

を図ってまいります。とりわけ、当社が注力している介護保険マーケットにおいては、リーディ

ングカンパニーとしてのシェアの早期確立に向け、先進的な介護保険の開発等に取り組んでまい

ります。 

 また、「シニア層」「女性層」「経営者層」に加え、新たな戦略マーケットとして、「シングル層」

のお客様に対する新たな商品やサービスを提供してまいります。 

 

〔マルチチャネル化戦略の推進〕 

 引き続き営業職員チャネルをメインチャネルとしていくとともに、代理店チャネル等の更なる

成長を図り、「マルチチャネル化」戦略を推進してまいります。 

 具体的には、個人マーケット向け代理店チャネルについては、保険ショップ・訪問型プロ代理

店等の強化・拡充を通じた新契約年換算保険料の拡大を図るほか、新たなマーケット・保険商品

等を創造するとともに、お客様・代理店から選ばれるためのアフターサービス体制等の整備を進

めてまいります。 

 法人マーケット向け代理店チャネルについては、お客様の様々なニーズに対応した商品を開発

するとともに、税理士代理店を中心とした安定的な販売体制を構築してまいります。 

 

〔新たなお客様アプローチスキームの開発〕 

 既存の販売チャネルではアクセスが難しいお客様層のマーケット開拓に取り組んでまいります。 

 具体的には、効果的なマーケティングに向けたデータ集積を進めつつ、インターネットによる

情報提供とお客様ニーズにかなう様々なチャネルを連携させたお客様へのアプローチ体制を構築

してまいります。 

  

【テーマ２ 収益力を高める】 

〔「クオリティー“業界 No.1”の営業職員体制」構築に向けた改革〕 

お客様から信頼いただくために必要な応対力、知識・スキルの習得を通じ、「クオリティー“業

界 No.1”の営業職員体制」を構築してまいります。 

これを実現するため、「新たなお客様を拡大する活動」、「ご加入いただいているお客様へのサー

ビス活動」の両輪のノウハウを体系化し、これにもとづく活動を展開するとともに、新人営業職

員の指導体制を強化してまいります。 

 

〔ＩＣＴ（注 15）等による業務運営の革新〕 

 支社・営業所事務をスリム化することにより、これまで事務に従事していた職員を、営業職員

教育等の営業関係業務に移行してまいります。 

 また、本社業務については、AI・RPA（注 16）を活用し業務を効率化することにより、2020 年度ま

でに 1,000 業務、100 人分（注 17）の業務量を削減してまいります。 

 

（注 15）Information and Communication Technology. 情報通信技術 

（注 16）Robotic Process Automation. 端末にインストールすることで、様々な情報を取り出して作業を実行す
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るソフトウェアロボット 

（注 17）本社機構（主として契約管理部門）において事務を担当する要員の 2割相当 

 

〔資産運用の高度化〕 

 市場環境の変化に適切に対応し、安定的に資産運用収益を確保していくため、アセットアロケ

ーション（資産配分）機能の強化や投資対象資産の拡大を通じた収益源の多様化に取り組み、資

産運用の高度化を進めてまいります。 

 

【テーマ３ 未来を創る】 

〔未来志向の人材づくり〕 

 若手・中堅職員のスキルアップ、女性職員の活躍推進、ベテラン職員のスキル・ノウハウの更

なる活用等を通じ、職員の「個の力」を最大化し、挑戦意欲があり柔軟かつ斬新な発想を持つ人

材を育成してまいります。 

 

〔ＩＣＴを活用した商品・サービス開発、デジタルマーケティングの強化等〕 

 ICT や AI を活用して、新商品や新たなサービスの研究開発に取り組むとともに、新たなお客様

との接点拡大やお客様の利便性向上を図ってまいります。 

 具体的には、産学連携による生活習慣病に関する共同研究を進め、その成果を活用した商品・

サービスの開発等に取り組んでまいります。また、インターネットを活用したデジタルマーケテ

ィングを推進し、マーケティング戦略の高度化等に取り組んでまいります。 

 

〔海外事業への取組み〕 

 今後高い成長が見込まれる東南アジアを中心にマーケット調査を行うとともに、海外への事業

展開について検討を進めてまいります。 

 

【事業運営態勢のクオリティー向上】 

 以上の 3大テーマの各戦略を着実に実行するため、事業運営態勢のクオリティー向上に努めて

まいります。具体的には、「お客様本位の業務運営」の実践、「働き方改革」を通じた good WORK・

better LIFE（注 18）の推進、コンプライアンス態勢の強化、ERM（統合的リスク管理）の実効性向

上、CSR の推進に取り組んでまいります。 

 

（注 18）業務の生産性向上、職員の生活の充実 

 

 当社は、2018 年 3 月に創業 130 周年を迎えました。今後も、新中期経営計画「ＴＲＹ ＮＥＸＴ

～成長を実現し、未来を創る～」を着実に実行することにより、「社会に貢献し、お客様から信頼さ

れ、選ばれ続ける会社」を目指してまいります。 
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(2) 財産および損益の状況の推移  

 

区    分 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 

年 
度 
末 
保
有
契 
約 
高 

 億円 億円 億円 億円 

個 人 保 険 217,476 199,116 181,705 166,410 

個 人 年 金 保 険 29,360 28,171 26,820 25,039 

団 体 保 険 13,516 13,310 13,286 13,235 

団 体 年 金 保 険 211 197 187 178 

そ の 他 の 保 険 1,096 1,070 1,043 1,025 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

保 険 料 等 収 入 405,995 401,499 383,776 384,953 

資 産 運 用 収 益 157,682 128,024 161,263 166,597 

保 険 金 等 支 払 金 460,069 466,742 463,808 438,966 

経 常 利 益 50,633 14,808 38,986 37,543 

当 期 純 剰 余 37,230 17,552 29,263 25,988 

社員配当準備金繰入額 1,940 1,767 1,519 1,963 

総 資 産 5,631,306 5,524,175 5,398,207 5,396,507 

注 1．保有契約高とは、保有している契約の死亡保険金額等の保障額の総額をいいます。 

2． 個人保険および個人年金保険の年度末年換算保険料の推移は、次のとおりです。 

区    分 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 

 億円 億円 億円 億円 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

3,740 

1,701 

3,721 

1,667 

3,764 

1,594 

3,813 

1,511 

 

(3) 支社等および代理店の状況  

 

 

区    分 前 期 末 当 期 末 当 期 増 減 

 店 店 店 

統 括 本 部 1  1  0  

統 括 支 社 6  6  0  

支 社 51  51  0  

営 業 所 640  625  △15  
    

計 698  683  △15  

代 理 店 1,400  1,835  435  

計 2,098  2,518  420  
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(4) 使用人の状況  

 区  分 前 期 末 当 期 末 当期増減 
当 期 末 現 在 

平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額 

 名 名 名 歳 年 千円 

内 務 職 員 4,327 4,239 △88 45 18 400 

営 業 職 員 12,122  11,696  △426  50   

 注 1. 平均給与月額は、2018 年 3 月の税込基準給与月額で示しています。 

2. 営業職員数には、募集代理店およびその使用人の数は含んでいません。 

 
 

(5) 主要な借入先の状況  

借入先 借入金残高 

 

株式会社りそな銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

三井住友信託銀行株式会社 

株式会社新生銀行 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

伊藤忠トレジャリー株式会社 

株式会社京葉銀行 

株式会社徳島銀行 

百万円 

35,000 

24,000 

20,000 

10,000 

3,000 

2,000 

2,000 

1,000 

注 1. 借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金です。 

2. 2018 年 4 月 1 日より、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行へ社名が変更されていま

す。 

3. 2018 年 4 月 16 日より、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社からの借入金は、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループの組織再編のため、株式会社三菱ＵＦＪ銀行へ移管しています。 

 
 

(6) 資金調達の状況  

 該当事項はありません。 
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(7) 設備投資の状況  

① 設備投資の総額 

設備投資の総額 

当該事業年度に実施した設備投資の総額は 29,950 百万円で、 

その主なものは次のとおりです。 

 建物            6,215 百万円 

 ソフトウェア        12,523 百万円 

  注. 設備投資の総額は、有形固定資産および無形固定資産の当期増加額の合計です。 

 

 

② 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

 

(8) 重要な子会社等の状況  

会   社   名 所 在 地 
主 要 な 

事業内容 
設立年月日 資本金 

当社が有

する子会

社等の議

決権比率 

    百万円 % 

㈱インフォテクノ朝日 東京都多摩市 
ソフトウェア 
の 開 発 

1983. 4. 1 50 100.0 

朝日ライフアセットマネジメント㈱ 東京都杉並区 
投 資 運 用 
投 資 助 言 

1985. 7. 6 3,000 100.0 

朝日エヌベスト投資顧問㈱ 東京都杉並区 投 資 助 言 1999. 6. 9 50 
0 

（51.0） 

 注. 当社が有する子会社等の議決権比率欄の（  ）の数字は、間接出資に係る議決権を含めた割合です。 

 

 

(9) 事業の譲渡・譲受け等の状況   

該当事項はありません。 

 

 

(10) その他保険会社の現況に関する重要な事項  

該当事項はありません。 
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２．会社役員に関する事項 

(1) 会社役員の状況  

（年度末現在） 

氏   名 地位および担当 重要な兼職 その他 

佐藤 美樹 代表取締役会長 

横浜ゴム株式会社 
株式会社ＡＤＥＫＡ 
富士電機株式会社 
富士急行株式会社 

社外監査役 
社外監査役 
社外監査役 
社外取締役 

 

木村 博紀 代表取締役社長 
関東電化工業株式会社 
日本ピストンリング株式会社 

社外監査役 
社外監査役 

 

山下 雅之 
代表取締役専務執行役員 

リスク管理統括部 コンプライアンス統括部 担当 

ラサ工業株式会社 
古河機械金属株式会社 

社外取締役 
社外監査役 

 

池田  潔 

取締役常務執行役員 

営業総局長 兼 特命首都圏強化担当 

営業管理部 営業職員体制強化部 担当  

   

菊池 達也 
取締役常務執行役員 

総務部 人事部 人事総務部 担当 
ニチモウ株式会社 社外取締役  

多々良裕志 
取締役常務執行役員 

本社営業本部長 
第一工業製薬株式会社 社外取締役  

井口 泰広 
取締役常務執行役員 

経営企画部 主計部 担当 

黒田精工株式会社 
株式会社白洋舍 

社外監査役 
社外取締役 

 

藤岡 通浩 
取締役執行役員 

資産運用企画部 証券運用部 担当 
   

大矢 和子 取締役（社外役員） 

公益財団法人資生堂社会福祉事業財団 
株式会社エムティーアイ 
株式会社イオンファンタジー 
株式会社ミライト 

理事長 
社外監査役 
社外取締役 
社外監査役 

 

塚本 隆史 取締役（社外役員） 

みずほフィナンシャルグループ 
イオン株式会社 
古河電気工業株式会社 
株式会社イ ンターネットイニシアティブ 

名誉顧問 
社外取締役 
社外監査役 
社外取締役 

 

渡邉 健二 取締役（社外役員） 日本通運株式会社 代表取締役会長  

染川 博行 監査役（常勤）    

広坂  浩 監査役（常勤）    

古河潤之助 監査役（社外役員） 古河電気工業株式会社 名誉顧問 
2018 年 3 月 3日死

亡により退任 

町田 幸雄 監査役（社外役員） 
町田幸雄法律事務所 
株式会社みずほ銀行 
鹿島建設株式会社 

弁護士 
社外取締役 
社外監査役 

 

関  忠行 監査役（社外役員） 

伊藤忠商事株式会社 
株式会社パルコ 
日本バルカー工業株式会社 
ＪＳＲ株式会社 

理事 
社外取締役 
社外取締役 
社外取締役 

上場企業の CFO を
経験しており、財務

および会計に関す
る相当程度の知見
を有しております。 

    

 

 

 

 

  



 14 

注. 取締役兼務者を除く各執行役員は次のとおりです。 

（年度末現在） 

氏   名 地位および担当 その他 

   

宮沢  聡 常務執行役員 新都心統括支社長(ブロック支社長)  

船津 一浩 常務執行役員 大阪統括支社長(ブロック支社長)  

米田 忠志 
執行役員   事務企画部 契約医務部 お客様サービス部 
        保険金部 企業保険部 情報システム企画部 担当 
 

 

清田 能幹 執行役員   名古屋統括支社長(ブロック支社長)  

浜野 拓将 執行役員   東京西統括支社長  

芝田 俊之 執行役員   東京東統括支社長  

元田 亮一 執行役員   横浜統括支社長  

平野 正人 執行役員   本社営業本部 東京統括本部長  

鹿島田耕一 執行役員   茨城支社長(ブロック支社長)  

大塚 康弘 執行役員   財務部 不動産部 担当  

池田 健一 執行役員   営業企画部 商品開発部 担当  

水野  健 執行役員   新潟支社長  

石島健一郎 執行役員   代理店事業本部長  
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(2) 会社役員に対する報酬等  

区 分 支給人数 報酬等 

 

取締役 

監査役 

名 

12 

6 

百万円 

年額 294 

年額  73 

計 18 年額 368 

注 1．総代会で定められた報酬限度額は次のとおりです。 

取締役 年額 650 百万円 

監査役 年額 120 百万円 

2．上記の報酬等の額には、2017 年 7 月 4日に退任した取締役 1名および監査役 1名ならびに 2018 年 3 月 3日

に退任した監査役 1名の報酬が含まれています。 

3．取締役の報酬等については、以下にもとづき、任意に設置した指名・報酬委員会で審議のうえ、取締役会に

おいて決定することとしています。 

(1)取締役（社外取締役を除く）の報酬は、固定報酬部分および変動報酬部分で構成し、変動報酬部分は、

会社業績・組織業績・個人貢献度等を反映します。 

(2)社外取締役を含む非常勤取締役の報酬は、固定報酬とします。 

4. 上記の報酬等の額のほか 2006 年 7 月 4日の定時総代会決議にもとづき、2018 年 3 月 3日に退任した監査役

1名に対し 2017 年度に役員退任慰労金を 5百万円支給しています。 

 

(3) 責任限定契約  

氏   名 責任限定契約の内容の概要 

大矢 和子（社外取締役） 

本契約の締結により、社外取締役および社外監査役は、保険業法第 

53 条の 33 第 1 項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ

重大な過失がないときは、金 300 万円または保険業法第 53条の 36 で

準用する会社法第425条第1項に定める最低責任限度額のいずれか高

い額を限度として損害賠償責任を負担するものとしています。 

塚本 隆史（社外取締役） 

渡邉 健二（社外取締役） 

古河潤之助（社外監査役） 

町田 幸雄（社外監査役） 

関  忠行（社外監査役） 
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３．社外役員に関する事項 

(1) 社外役員の兼職その他の状況  

氏  名 兼職その他の状況 

大矢 和子 

（取締役） 

公益財団法人資生堂社会福祉事業財団の理事長であります。 
株式会社エムティーアイの社外監査役であります。 
株式会社イオンファンタジーの社外取締役であります。 
株式会社ミライトの社外監査役であります。 

塚本 隆史 

（取締役） 

みずほフィナンシャルグループおよび株式会社みずほフィナンシャルグループの名誉
顧問であります。当社は株式会社みずほフィナンシャルグループと保険の取引がある
ほか、同社の株式および債券を保有しています。 
イオン株式会社の社外取締役であり、当社は同社と融資の取引があるほか、同社の株
式および債券を保有しています。 
古河電気工業株式会社の社外監査役であり、当社は同社と保険および融資の取引があ
るほか、同社の株式を保有しています。また、当社は同社から基金の拠出を受けてい
ます。 
株式会社インターネットイニシアティブの社外取締役であります。 

渡邉 健二 

（取締役） 

日本通運株式会社の代表取締役会長であり、当社は同社と保険および融資の取引があ
るほか、同社の株式を保有しています。また、当社は同社から基金の拠出を受けてい
ます。 

古河潤之助 

（監査役） 

古河電気工業株式会社の名誉顧問であり、当社は同社と保険および融資の取引がある
ほか、同社の株式を保有しています。また、当社は同社から基金の拠出を受けていま
す。 

町田 幸雄 

（監査役） 

町田幸雄法律事務所の弁護士であります。 
株式会社みずほ銀行の社外取締役であり、当社は同社と保険の取引があるほか、同社
の債券を保有しています。また、当社は同社から基金の拠出を受けています。 
鹿島建設株式会社の社外監査役であり、当社は同社と保険の取引があります。 

関  忠行 

（監査役） 

伊藤忠商事株式会社の理事であり、当社は同社と保険および融資の取引があるほか、
同社の株式を保有しています。 
株式会社パルコの社外取締役であります。 
日本バルカー工業株式会社の社外取締役であります。 
ＪＳＲ株式会社の社外取締役であります。 
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(2) 社外役員の主な活動状況  

注. 書面決議による取締役会の回数は除いております。 

(3) 社外役員に対する報酬等  

 支給人数 
保険会社からの 

報酬等 

保険会社の親会社等 

からの報酬等 

報酬等合計 
名 

8 

百万円 

40 

百万円 

- 

注 1.上記の報酬等の額には、2017 年 7 月 4日に退任した社外取締役 1名、社外監査役 1名ならびに 2018 年 3 月 3 

日に退任した社外監査役 1名の報酬が含まれています。 

2.上記の報酬等の額のほか 2006 年 7 月 4日の定時総代会決議にもとづき、2018 年 3 月 3日に退任した社外監査 

 役 1名に対し 2017 年度に役員退任慰労金を 5百万円支給しています。 

 

(4) 社外役員の意見  

該当事項はありません。 

氏   名 在任期間 
取締役会への 

出席状況 

取締役会における発言 

その他の活動状況 

大矢 和子 

（取締役） 

4 年 9 カ月 
（2013 年７月就任） 

取締役会 14 回開催 

 うち 14 回出席 

企業経営者としての経験を踏まえ、営業戦略やお

客様対応等について幅広い見地から発言を行っ

ています。 

塚本 隆史 

（取締役） 
1 年 9 カ月 

（2016 年 7 月就任） 
取締役会 14 回開催 

 うち 14 回出席 

企業経営者としての経験を踏まえ、リスク管理や

資産運用等について幅広い見地から発言を行っ

ています。 

渡邉 健二 

（取締役） 
9 カ月 

（2017 年 7 月就任） 
取締役会 11 回開催 

 うち 11 回出席 

企業経営者としての経験を踏まえ、お客様対応や

商品開発等について幅広い見地から発言を行っ

ています。 

古河潤之助 

（監査役） 
14 年 9 カ月 

（2003 年７月就任） 

取締役会 12 回開催 

 うち 7回出席 

監査役会 7回開催 

 うち 5回出席 

企業経営者としての経験を踏まえ、経営の意思決

定の妥当性や適正性を確保するための発言を行

っています。 

町田 幸雄 

（監査役） 
11 年 9 カ月 

（2006 年７月就任） 

取締役会 14 回開催 

 うち 14 回出席 

監査役会 8回開催 

 うち 8回出席 

弁護士としての専門的見地から、経営の意思決定

の妥当性や適正性を確保するための発言を行っ

ています。 

関  忠行 

（監査役） 
9 カ月 

（2017 年 7 月就任） 

取締役会 11 回開催 

 うち 11 回出席 

監査役会 6回開催 

 うち 6回出席 

企業経営者としての経験を踏まえ、経営の意思決

定の妥当性や適正性を確保するための発言を行

っています。 
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４．基金に関する事項  

(1) 基金拠出額 

  126,000 百万円 

(2) 当年度末基金拠出者数 

  15 名 

(3) 基金拠出者 

基金拠出者の氏名または名称 
当社への基金拠出状況 

基金拠出額 基金拠出割合 

 百万円 ％ 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 84,000  66.7   

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 10,000  7.9   

株 式 会 社 新 生 銀 行 10,000  7.9    

日 本 通 運 株 式 会 社 4,000  3.2    

富 士 通 株 式 会 社 4,000  3.2    

古 河 電 気 工 業 株 式 会 社 4,000  3.2    

伊藤忠トレジャリー株式会社 2,000  1.6    

株 式 会 社 Ａ Ｄ Ｅ Ｋ Ａ 1,000  0.8    

株 式 会 社 ト マ ト 銀 行 1,000  0.8    

西 京 リ ー ス 株 式 会 社 1,000  0.8    

日 本 軽 金 属 株 式 会 社 1,000  0.8    

日 本 ゼ オ ン 株 式 会 社 1,000  0.8    

富 士 電 機 株 式 会 社 1,000  0.8    

古 河 機 械 金 属 株 式 会 社 1,000  0.8    

横 浜 ゴ ム 株 式 会 社 1,000  0.8    
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５．会計監査人に関する事項  

(1) 会計監査人の状況 

氏名または名称 
当該事業年度に

係る報酬等 
その他 

新日本有限責任監査法人 

 指定有限責任社員 

  木村 修 

 指定有限責任社員 

  臼倉 健司 

98 百万円 

 

（うち会計監査人

監査に対する報酬

等 90 百万円） 

①監査役会が会計監査人監査に対する報酬等に

ついて同意をした理由は、注 2のとおりです。 

②会計監査人監査以外に委託した業務の内容は、

以下のとおりです。なお、非監査業務はありま

せん。 

 ・英文財務諸表監査業務等 

 注 1. 当社および当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額は 149 百万円です。 

2. 当社の監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積もりの算定根

拠などが適切であるかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断

をしています。 

 

(2) 責任限定契約 

氏名または名称 責任限定契約の内容の概要 

新日本有限責任監査法人 

本契約の締結により、会計監査人は、保険業法第 53 条の 33第 

1 項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失

がないときは、保険業法第 53 条の 36 で準用する会社法第 425 条

第 1 項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担

するものとしています。 

 

 

(3) 会計監査人に関するその他の事項 

 

① 当社の監査役会では、会計監査人が保険業法第 53 条の 9 第 1 項の各号に定める項目に該当

すると判断した場合には、会計監査人を解任とする方針です。 

また、会計監査人が職務を適正かつ適切に遂行することが困難と認められる場合には、解任

または不再任の議案を総代会に提出する方針です。 

 
② 当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する

資格を有する者を含む。）が、当社の重要な子法人等の計算関係書類（これに相当するもの

を含む。）の監査（会社法または金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含

む。）の規定によるものに限る。）をしている事実はありません。 
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６．業務の適正を確保するための体制  

 

 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。 

 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

 当社は、業務の適正を確保するため、コンプライアンス体制やリスク管理体制などの内部統制

システムの基本方針を次のとおり策定しています（2006 年 5 月 8 日取締役会決定）。 

 

① 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

当社は、「法令、社内規程および社会的規範を遵守すること」、すなわちコンプライアンス

を経営の最重要課題のひとつとして位置づけ、コンプライアンスの企業文化としての定着を

図るため、次の体制を構築することとする。 

ア. 社長を議長とし、経営会議メンバーおよび社外弁護士を構成員とする「コンプライアン

ス会議」を設置し、コンプライアンスについての協議を行うとともに、事業年度ごとに

コンプライアンスの実行計画を策定し、その推進状況を定期的に検証する。 

イ. 全役職員が具体的に遵守すべき規準を制定し、「コンプライアンスマニュアル」等によ

り、全役職員への周知・徹底を図る。 

ウ. 各所属において所属長をコンプライアンス推進の責任者と位置づけるとともに、コンプ

ライアンスの統括部署が全社のコンプライアンスに関する具体的な取組みを横断的に

統括し、各所属のコンプライアンス推進状況の確認や改善指導を行う。 

エ. 市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関

と緊密に連携のうえ、毅然とした姿勢で組織的に対応し、関係遮断の徹底を図る。 

オ. 職員等から不正行為の通報を受け付ける社内相談窓口および弁護士を窓口とする社外

相談窓口を設置することとし、通報者に対する不利益処分等は行わない。 

なお、他の業務執行部門から独立した内部監査部による内部監査を通じて、各組織の内部管

理態勢の適切性・有効性を検証する。 

 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

当社は、法令・社内規程にもとづき、取締役会議事録、経営会議議事録その他取締役の職務

の執行に係る情報を適切に保存し、管理する。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、リスク管理を経営の最重要課題のひとつとして位置づけ、リスク管理体制の整備・

強化を図る。 

このため、全社的なリスク管理の方針を制定し、当社が管理するリスクを特定したうえで、

管理手法や管理体制等を定める。 

また、緊急事態が発生した場合に、迅速な対応を行うための体制を整備する。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、取締役会において、経営計画等の会社経営の基本事項を決定するとともに、定期的

に業務執行状況の報告を受けること等を通じて、取締役の職務執行の監督等を行う。 
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また、経営会議において、取締役会付議事項の立案および取締役会から委任された事項の決

定を行い、業務執行上の迅速な意思決定を行う。 

取締役会および経営会議付議事項ならびに業務分掌については、「取締役会規則」および「職

務権限規程」に明記し、取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われる体制とする。 

 

⑤ 財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社は、財務諸表作成に係る内部統制システムを整備・運用し、評価することにより、財務

諸表の記載内容の適正性を担保し、財務報告の信頼性の確保を図る。 

 

⑥ 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 

当社は、実質子会社の業務の健全かつ適切な遂行の確保を目的に、次の体制を構築すること

とする。 

ア. 実質子会社が、各社の規模・特性を踏まえた取締役・使用人の職務の執行が法令および

定款に適合することを確保するための体制、損失の危機の管理に関する規程その他の体

制、および実質子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われる体制の整備・強化を

図るよう管理・指導する。 

イ. 実質子会社の取締役等の職務の執行に係る事項を当社に報告する体制を整備する。 

ウ. 実質子会社の管理・指導を行う社内規程を定め、健全性の確保等に努める。 

エ. 当社より非常勤取締役・監査役を派遣し、経営状況等のチェックを行うとともに、定期

的に内部監査部門による検証を行う。 

 

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項 

当社は、監査役会に直属する組織として監査役室を設置し、監査役の監査業務を補佐する専

属の使用人を置く。当該使用人は、取締役の指揮・監督を受けず、監査役の指揮命令下、そ

の職務を遂行し、監査役に対してその責任を負う。 

また、監査役の当該使用人に対する指揮命令が実効的に行われるために、必要な知識と経験

を備えた者を継続的に配置するとともに、当該使用人の人事異動、勤務考課および懲戒処分

については、監査役会が指名する監査役の同意を必要とする。なお、監査役室には若干名の

兼務者を配置し、必要あるときは、監査役の補助業務を担当させる。 

 

⑧ 監査役への報告体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための

体制 

当社は、当社の取締役または使用人および実質子会社の取締役、監査役、使用人が、法令に

定める事項に加え、経営上重大な影響を及ぼすおそれのある事実を発見または報告を受けた

場合に、直ちに監査役に報告する体制を整備するとともに、当該報告をした者に対する不利

益処分等は行わない。 

また、代表取締役は、監査役会と定期的に意見交換会を開催し、意思の疎通を図り、その他

の取締役も積極的に監査役との意見交換を行う。 

なお、円滑かつ実効的な監査活動のために、監査役会と会計監査人、内部監査部門等の連携

に配慮する。また、監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理については、監

査役からの求めに応じる体制とする。 
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当社は、「内部統制システムの基本方針」にもとづき、業務の適正を確保するために必要なコン

プライアンス体制やリスク管理体制等を整備し、運用しています。 

 反社会的勢力との関係遮断に向けた態勢については、定期的なスクリーニングの実施や警察等

の外部専門機関との緊密な連携等により、引き続き強化を図っています。 

 また、財務報告に係る内部統制の有効性を評価した「内部統制報告書」を自主的に作成し、監

査法人による監査を受けるとともに、その内容を公表しています。 

 2017 年度は、金融庁が公表した「顧客本位の業務運営に関する原則」を踏まえ、「お客様のた

めに」を最優先とする行動を実践するため、「お客様本位の業務運営に関する基本方針」を制定し

ました。あわせて同方針にもとづいた具体的な取組内容を公表し、定着に向けて、PDCA サイクル

による取組みを推進しました。また、経営戦略と統合的リスク管理を一体的に推進するため、「ORSA

（リスクとソルベンシーの自己評価）」等に引き続き取り組みました。 

 内部監査を通じた内部管理態勢の検証については、長時間労働の改善等に向けた取組状況や営

業職員の募集事故等の防止に向けた管理態勢等を重点監査項目として設定するなど、その適切性

を検証しています。また、代表取締役は、監査役との意見交換を行うなど、監査役の監査が実効

的に行われる体制としています。 

 上記の取組みにより、当社の内部統制システムは有効に機能し、業務の適正を確保しています。 

 

 

７．その他  

(1) 2017 年 7月 4日、第 70回定時総代会において、取締役に佐藤美樹、木村博紀、山下雅之、

池田潔、菊池達也、多々良裕志、井口泰広、大矢和子、塚本隆史の各氏が再任され、新たに藤

岡通浩、渡邉健二の各氏が選任され、それぞれ就任しました。また、監査役には、新たに関忠

行氏が選任され、就任しました。 

(2) 2017 年 7月 4日、取締役会の決議により、代表取締役に佐藤美樹、木村博紀、山下雅之の

各氏が再選され、それぞれ就任しました。また、会長には佐藤美樹氏が、社長には木村博紀氏

が再選され、それぞれ就任しました。 

(3) 2017 年 7月 4日、監査役会の決議により、常勤の監査役に染川博行、広坂浩の両氏が再選

され、それぞれ就任しました。 

(4) 2018 年 3月 31 日、山下雅之氏が代表取締役を辞任しました。 

(5) 公益財団法人朝日生命成人病研究所に対し、2017 年 5 月 8 日に 4,000 万円を、2018 年 3月

22 日に 2億円を、寄付しました。 

(6) 本年度末における社員総数は 2,029,168 名、総代数は 148 名です。 

 

 



（単位：百万円）

金 額  金 額

31,635         4,682,246      

242            　 28,368         

31,392         4,616,919      

164,000        36,959         

30,151         311            

4,188,869      40,349         

1,866,902      193,656        

48,785         44,967         

936,856        97,000         

334,335        3,321          

926,893        6,869          

75,096         8,889          

484,169        184            

49,637         454            

434,532        17,433         

401,011        2,544          

230,913        7,630          

162,583        3,946          

3,946          243            

1,134          171            

2,432          35,365         

34,355         38,710         

21,295         17,762         

13,059         10             

812            

45,629         5,008,412      

4,029          

3,418           126,000        

17,198         131,000        

3,408          281            

12,525         95,901         

3,748          266            

238            95,635         

1,061          基 金 償 却 準 備 金 48,600         

70             社員配当平衡積立金 9,678          

16,187         当 期 未 処 分 剰 余 金 37,356         

10             353,183        

△ 394  81,292         

△ 46,380  

34,912         

388,095        

5,396,507      5,396,507      資 産 の 部 合 計 負債および純資産の部合計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純資産の部合計

土 地 再 評 価 差 額 金

金融商品等差入担保金 損 失 塡 補 準 備 金

仮 払 金 そ の 他 剰 余 金

そ の 他 の 資 産

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返 基 金 等 合 計

貸 倒 引 当 金 その他有価証券評価差額金

未 収 収 益 基 金 償 却 積 立 金

預 託 金 再 評 価 積 立 金

金 融 派 生 商 品 剰 余 金

そ の 他 資 産 負債の部合計

未 収 金 （ 純 資 産 の 部 ）

前 払 費 用 基 金

ソ フ ト ウ ェ ア 再評価に係る繰延税金負債

その他の無形固定資産 支 払 承 諾

再 保 険 貸

建 設 仮 勘 定 仮 受 金

その他の有形固定資産 退 職 給 付 引 当 金

無 形 固 定 資 産 価 格 変 動 準 備 金

土 地 金融商品等受入担保金

建 物 リ ー ス 債 務

リ ー ス 資 産 資 産 除 去 債 務

保 険 約 款 貸 付 預 り 金

一 般 貸 付 預 り 保 証 金

有 形 固 定 資 産 金 融 派 生 商 品

外 国 証 券 未 払 金

そ の 他 の 証 券 未 払 費 用

貸 付 金 前 受 収 益

地 方 債 債券貸借取引受入担保金

社 債 借 入 金

株 式 未 払 法 人 税 等

買 入 金 銭 債 権 再 保 険 借

有 価 証 券 社 債

国 債 そ の 他 負 債

現 金 支 払 備 金

預 貯 金 責 任 準 備 金

コ ー ル ロ ー ン 社 員 配 当 準 備 金

現 金 お よ び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

Ⅱ．2017年度　( 2018年3月31日現在 ）　貸借対照表

科 目 科 目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
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注１．  有価証券（現金および預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、

売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券につ

いては移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関す

る当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に

もとづく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式お

よび関連会社株式（保険業法第２条第１２項に規定する子会社および保険業法施行令第１３条の

５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものおよび同法施行令第１３条の５の

２第４項に規定する関連法人等が発行する株式をいう）については原価法、その他有価証券のう

ち時価のあるものについては３月末日の市場価格等（国内株式、国内株価指数連動型上場投資信

託、国内上場不動産投資信託、外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）、外国債券

指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は３月中の市

場価格等の平均）にもとづく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極

めて困難と認められるものについては取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を

含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動

平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資

産直入法により処理しております。 

 

２．  個人保険・個人年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応し

た債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有するものについ

て、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）にもとづき、責任準備金対応債券に区分してお

ります。 

責任準備金対応債券の当期末における貸借対照表価額は、２，０９４，２５１百万円、時価は、

２，３９７，８５６百万円であります。 

 

３．  デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

４．  土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）にもとづき、事業用の

土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。 

 

再評価を行った年月日              ２００１年３月３１日 

 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号

に定める地価公示法の規定により公示された価格に奥行補正等の合理的な調整を行って算定ま

たは同施行令第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価に時点修正を行って算定。 
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５．  有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。 

 

・リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

６．  外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

なお、その他有価証券のうち時価のある外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）、

外国債券指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は、

３月中の平均為替相場により円換算しております。 

 

７．  貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」とい

う）に対する債権および実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に

対する債権については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額および保証による回

収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債

務者（以下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額

および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断

し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率を債権

額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準にもとづき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果にもとづいて上記の引当を行

っております。 

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評

価額および保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債

権額から直接減額しており、その金額は６０百万円であります。 

 

８．  退職給付引当金および前払年金費用は、従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退

職給付債務および年金資産の見込額にもとづき、計上しております。 

退職給付債務ならびに退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

 

 退職給付見込額の期間帰属方法  給付算定式基準 

 数理計算上の差異の処理年数   翌期より７年   

 過去勤務費用の処理年数      発生年度全額処理 

 

９．  価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定にもとづき算出した額を計上しております。 
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１０．  ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）に従い、貸付金

に対するキャッシュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジおよび金利スワップの特例処理、外貨建

債券および外貨建投資信託の一部にかかる為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、外貨建社

債に対する為替変動リスクのヘッジとして通貨スワップの振当処理、その他の外貨建取引等につ

いては為替の振当処理を行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動またはキャッシュ・フ

ロー変動を比較する比率分析によっております。 

 

１１．  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控

除対象外消費税等のうち、法人税法に規定する繰延消費税等については、前払費用に計上し５年

間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度の費用に計上しております。 

１２． 

 

 

 

  

 

 

（１） 

 

 

（２） 

責任準備金は、保険業法第１１６条の規定にもとづく準備金であり、保険料積立金については

次の方式により計算しております。 

 

標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８

号） 

 

標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

１３．  無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間にも

とづく定額法により行っております。 

１４． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、保険

商品ごとの負債特性に応じ、以下の方針で行っております。 

・利率変動積立型終身保険・利率変動型積立保険・２０１２年４月２日以降契約の新一時払個

人年金保険については、資産と負債のデュレーションを一致させ金利変動リスクを回避する

ことを目指す「マッチング型ＡＬＭ」による国内公社債中心の運用を行っております。 

・上記以外の個人保険・個人年金保険については、国内公社債・貸付金等の円金利資産をポー

トフォリオの中核として保険負債の特性に対応した運用を行いつつ、国内株式・外国証券・

不動産等へ一定程度資産配分することにより、収益性の向上に取り組んでおります。 

また、デリバティブ取引については、主に保有している有価証券が持つ価格変動リスク、為替

変動リスク等および社債が持つ為替変動リスクを回避（ヘッジ）することを目的に活用しており

ます。 

なお、主な金融商品として、有価証券は価格変動リスク、為替変動リスク等の市場リスクおよ

び信用リスク、貸付金は信用リスクおよび為替変動リスク、デリバティブ取引は、市場リスクお

よび信用リスクに晒されております。 

市場リスクの管理にあたっては、ＶａＲ法による有価証券等のリスク量の定量的な管理と、市

場環境が悪化するシナリオを想定し、当社ポートフォリオへの影響を分析するストレステストや

感応度分析による管理を併用し、許容されるリスクの範囲内で適切な資産配分を行っておりま

す。信用リスクの管理にあたっては、ＶａＲ法によりポートフォリオ全体の信用リスク量を定量

化し、リスク量が許容範囲内に収まるようコントロールしております。また、取引先の信用度に

応じた社内信用格付の付与や、個別取引ごとの事前の厳正な審査、事後のフォロー等を実施する

体制を敷くとともに、信用リスクが特定の企業・グループに集中することを防止するため、信用

リスクの程度に応じた与信枠を設定のうえ管理を行い、良質なポートフォリオの構築に努めてお

ります。 




